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款 項 目 大 中 小 細

がん検診受診率
（胃・肺・大腸）

0.0 0.0 0.0

40

実績 ％ 27

50

実績 ％ 45

0.0

目標 ％ 45

目標 ％ 40 40

0.0

達成率 ％ 100.0 0.0

50

29

達成率 ％ 90.9 0.0

実績 人 7,001

7,700 8,000

56,963 57,963 58,963

千円 0 0 0 0 0

7,963 7,963 7,963

一般財源 51,759 48,256 48,568 49,568 50,568

財
源
内
訳

地方債

事
業
費
等
の
推
移

予算科目

人件費 7,963 7,963

千円 7,963 7,963
職員

人 1 1

嘱託
人

事業費合計 60,190 56,651

432 432 432

県支出金

国庫支出金 468 432

00

直接事業費 52,227 48,688 49,000 50,000 51,000

平成30年度 平成31年度 平成32年度

（予算） （予算） （予算） （予算） （予算）

平成29年度

8,000 8,000 8,000

関
連
個
別
事
業
名

健康増進事業

特定健康診査事業

04 01 01 04 01 02

0.0

その他特財

基
本
事
項

施策名 各種がん検診（胃・肺・大腸・乳・子宮） 整理番号 41034

1

30 31 32

0.0 0.0

事業番号 00956 がん検診事業

年度
平成28年度

がん検診受診者数

目標 人

平成 28 年度　施策評価調書 課名： 健康増進課 班名：

総合計画
区　　分

（２）福祉・健康づくりの充実で安心のまちづくり～福祉・健康～

根拠法令等 健康増進法・がん対策基本法 実施義務 あり

健康増進班 担当者名： 吉田　博之

　＜１＞生涯にわたり健康に暮らせる社会の実現

　　①健康づくりと保険予防体制の充実

事
業
の
対
象
・
目
的
・
内
容

事業の背景
（課題・市民
の要望等）

厚生労働省において、「がん予防重点健康教育及びがん検診実施のための指針」
を定め、市町村における科学的根拠に基づくがん検診を推進されている。

総合戦略
区　　分

目標達成
のための
具体的

手段・方法

従来からの検診機関委託の集団検診に加え、市民の利便性を考慮し、平成23年度
から医師会に委託して市内医療機関でのがん検診を実施することで検診受診率向
上を図っている。
　また、受診率向上とがんの早期発見を目的とした国の事業である「疾病予防対
策事業費等補助金」を活用することにより、大腸がん・子宮がん・乳がん検診の
対象者で、特定の年齢に達した方へ検診が無料で受診できるクーポン券を交付す
る。
未受診者対策として、健康管理システムを活用し、再勧奨通知等強化を図る。
　検診後、精密検査等に関して訪問などで個別に保健指導を実施し、精密検査の
受診を勧奨し、がんの早期発見・早期治療に努め、生活習慣の改善等についても
情報提供する。

　対象
（誰に、何に
対して）

市民　　①胃・肺・大腸がん検診（40歳以上の人）
　　　　②子宮頸がん検診（20歳以上の女性で1回/2年）
　　　　③乳がん検診（30歳以上の女性で１回/２年）

1 1

7,963 7,963 7,963

40 40

目的
（どのような
状態にしたい

のか）

・定期的にがん検診を受診することにより、がんの早期発見と早期治療に努める
とともに、市民の健康に関する意識の向上を図る。

がん検診受診率
（子宮・乳）

50 50

0.0 0.0達成率 ％ 67.5

事
業
進
捗
状
況
・
達
成
度

成果指標
【KPI】

（目標達成度
を図るための

指標）

名称・内容等 単位 28
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① ②

③ ④

【１次評価】 総合自己評価（所管部署）

健康に関するニーズは、増加している。 Ａ

事業の評価項目と評価の視点 評価内容（判断理由、課題等）

評
価
結
果

判
断
理
由

法により義務化されている事業のため継続実施。
ただし、内容の見直しは、随時実施する。

必
要
性

①市民ニーズや社会環境の変化に照ら
して、事業の必要性が薄れていない
か。

A=薄れていない、B=一部薄れている、C=薄れている 判定

②事業を民間（NPO、市民、ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ
等）に実施させることはできないか。

A=市以外での実施困難、B=一部民間で実施可能、C=民間で実施可能

Ａ
法により義務付けされている。

③対象者は事業目的に見合っている
か。また、事業を取り巻く時代変化
や、環境の変化に適応しているか。 ガイドラインに準じている。

A=概ね適切、B=改善の余地あり、C=見直しが必要

Ａ
今後の課題及
び改善策、見
直しの状況・

方針

・実施期間の検討
・啓発方法の改善

A=概ね適切、B=改善の余地あり、C=見直しが必要

Ｂ

・総合評価で「見直し・改善を行うとした場合、見直しを行う上での今後の課題や事業の改善見直しを行うことにより予想される効果も併せて
記入願います。
・本年度の事業を実施するにあたり、事業内容等の見直し（改革・改善、終期の設定など）を行っている場合は、その内容についても記載願いま
す。

啓発等の工夫が必要。

意
見
等

効
率
性

⑧事業実施により、費用や業務量に見
合った活動結果が得られているか。
※活動指標と連動させること

A=得られている、B=一部得られていない、C=見直しが必要

Ａ

【外部評価】

⑩類似・重複した事業や国県施策はな
いか。組織間の連携や役割分担に改善
の余地はないか。

A=改善の余地はない、B=一部改善の余地がある、C=改善の余地がある

Ａ

⑨必要な活動結果がより少ない費用や
業務量で得られる手法に代えられない
か。

達
成
度

⑦事業は当初計画どおり実施され、成
果指標が達成されたか。
※成果指標と連動させること

A=全ての指標達成、B=一部未達成、C=達成しなかった

Ｂ

⑥事業の効果をさらにあげる余地はな
いか

A=効果向上の余地はない、B=一部検討の余地がある、C=検討の余地がある

Ｂ
総合判定

胃がん・子宮頸がん検診については、達成。
肺がん・大腸がん・乳がん検診については、未達成。

有
効
性

④成果指標を達成するために、最適な
事業内容となっているか。

A=概ね適切、B=改善の余地あり、C=見直しが必要

Ｂ
実施期間等について、改善の余地あり。

⑤事業対象者全員に偏りなくサービス
が提供されているか。受益者負担等は
適切か。使用料等の見直しの余地はな
いか。

診療報酬等の改正に準じて、受益者負担金の見直しが必要。
【２次評価】

前年度実績を上回っている。 総合判定

A=現行以上の手法はない、B=一部検討の余地がある、C=検討の余地がある

Ｂ 意
見
等

現年予算 千円 次年度予算

受診券の発送業務等を外部委託は可能だが、費用は増加す
る。

千円 増減 千円

判定平均点（3点満点）
A=3、B=2、C=1、空白=0として換算

2.50

法、ガイドラインにより実施している。
【評価結果を踏まえた次年度予算への反映状況】

Ａ 継続実施（見直しは行わない）

Ｂ１ 事業規模の拡充

Ｂ２ 事業規模の縮小

Ｂ３ 事業内容の改善・見直し

Ｂ４ その他の見直し

Ｃ 休止（隔年実施などへの変更）

Ｄ 廃止（終期の設定等を含む）

事業費縮減（事業の見直し）

成果向上に向けた事業費増加

民間委託等によるコストの縮減

事務の効率化による現状維持（事業内容の拡充）
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款 項 目 大 中 小 細

担当者名： 吉田　博之課名： 健康増進課 班名：

00

事業番号 00945 保健衛生総務費
予算科目

04 01 01 02 01 00

　地方公共団体が地域の実情に応じて病院群輪番制方式及び共同利用型病院方
式による第２次救急医療体制を整備し、初期救急医療施設及び救急患者の搬送
機関との円滑な連携体制の下に、休日夜間等のおける手術・入院を必要とする
重症患者の医療を確保する。

　重症患者に対応するため、総合病院機能を有する医療機関が共同連携して輪
番制により診療にあたる。当番日における第２次救急医療施設として必要な診
療機能及び専門病床を確保する。又通常の当直体制の外に重症救急患者の受け
入れに対応できる医師を確保する。

救急医療を必要とする市民

　救急患者への対応は迅速かつ的確な処置が必要とされる。これに対応するた
め、市はあらかじめ救急医療体制を整備する必要がある。

　　①健康づくりと保険予防体制の充実

　＜１＞生涯にわたり健康に暮らせる社会の実現
基
本
事
項

施策名
関
連
個
別
事
業
名

救急医療対策事業（在宅当番医制）

平成 28 年度　施策評価調書

総合計画
区　　分

壱岐市病院群輪番制病院運営事業 整理番号 41044

長崎県救急医療対策事業実施要綱 実施義務 あり根拠法令等

（２）福祉・健康づくりの充実で安心のまちづくり～福祉・健康～

健康増進班

事業の背景
（課題・市
民の要望

等）

年度
平成28年度 平成29年度

総合戦略
区　　分

直接事業費 14,795 14,795 14,795 14,795 14,795

平成30年度 平成31年度 平成32年度

（予算） （予算） （予算） （予算） （予算）

県支出金

国庫支出金

目標達成
のための
具体的

手段・方法

その他特財

　対象
（誰に、何
に対して）

財
源
内
訳

地方債

事
業
費
等
の
推
移 人件費 61 61 61 61 61

一般財源 14,795 14,795 14,795 14,795 14,795

0 0

千円 61 61 61 61 61

事業費合計 14,856 14,856 14,856 14,856 14,856

千円 0 0 0 0 0

職員
人 0 0 0

嘱託
人

目標事
業
進
捗
状
況
・
達
成
度

成果指標
【KPI】

（目標達成
度を図るた
めの指標）

名称・内容等 単位 28 29

達成率 ％

実績

30 31 32

目標

達成率 ％

実績

実績

目的
（どのよう
な状態にし
たいのか）

目標

達成率 ％

事
業
の
対
象
・
目
的
・
内
容
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① ②

③ ④

【１次評価】 総合自己評価（所管部署）

救急患者への対応のため、必要性が薄れることはない。 Ａ

事業の評価項目と評価の視点 評価内容（判断理由、課題等）

評
価
結
果

判
断
理
由

救急患者のための事業であり、事業の縮小や休止等
は考えられない。

必
要
性

①市民ニーズや社会環境の変化に照
らして、事業の必要性が薄れていな
いか。

A=薄れていない、B=一部薄れている、C=薄れている 判定

②事業を民間（NPO、市民、ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ
等）に実施させることはできない
か。

A=市以外での実施困難、B=一部民間で実施可能、C=民間で実施可能

Ａ
市は、あらかじめ救急医療体制を整備する必要がある。

有
効
性

④成果指標を達成するために、最適
な事業内容となっているか。

A=概ね適切、B=改善の余地あり、C=見直しが必要

Ａ
第二次救急医療施設の増加は必要。

⑤事業対象者全員に偏りなくサービ
スが提供されているか。受益者負担
等は適切か。使用料等の見直しの余
地はないか。

③対象者は事業目的に見合っている
か。また、事業を取り巻く時代変化
や、環境の変化に適応しているか。

A=概ね適切、B=改善の余地あり、C=見直しが必要

Ａ 今後の課題
及び改善

策、見直し
の状況・方

針

救急告示病院の確保

A=概ね適切、B=改善の余地あり、C=見直しが必要

Ａ

・総合評価で「見直し・改善を行うとした場合、見直しを行う上での今後の課題や事業の改善見直しを行うことにより予想される効果も併せて
記入願います。
・本年度の事業を実施するにあたり、事業内容等の見直し（改革・改善、終期の設定など）を行っている場合は、その内容についても記載願います。受益者負担については、医療法によるため、改善の余地

はない。 【２次評価】

対象者は救急患者となるため、改善の余地はない。

全ての日に実施ができている。

効
率
性

⑧事業実施により、費用や業務量に
見合った活動結果が得られている
か。
※活動指標と連動させること

A=得られている、B=一部得られていない、C=見直しが必要

Ａ

【外部評価】

⑩類似・重複した事業や国県施策は
ないか。組織間の連携や役割分担に
改善の余地はないか。

A=改善の余地はない、B=一部改善の余地がある、C=改善の余地がある

Ｂ

⑨必要な活動結果がより少ない費用
や業務量で得られる手法に代えられ
ないか。 専門性が高く、医療機関でしか実施できない。

達
成
度

⑦事業は当初計画どおり実施され、
成果指標が達成されたか。
※成果指標と連動させること

A=全ての指標達成、B=一部未達成、C=達成しなかった

Ａ

⑥事業の効果をさらにあげる余地は
ないか

A=効果向上の余地はない、B=一部検討の余地がある、C=検討の余地がある

Ｂ
総合判定

救急医療においては、目標を設定することはできない。 総合判定

A=現行以上の手法はない、B=一部検討の余地がある、C=検討の余地がある

Ａ 意
見
等

第二次救急医療施設の増加による。

意
見
等

千円 増減 千円

判定平均点（3点満点）
A=3、B=2、C=1、空白=0として換算

2.80

消防本部との役割分担において改善の余地があると思わ
れる。

【評価結果を踏まえた次年度予算への反映状況】

現年予算 千円 次年度予算

Ａ 継続実施（見直しは行わない）

Ｂ１ 事業規模の拡充

Ｂ２ 事業規模の縮小

Ｂ３ 事業内容の改善・見直し

Ｂ４ その他の見直し

Ｃ 休止（隔年実施などへの変更）

Ｄ 廃止（終期の設定等を含む）

事業費縮減（事業の見直し）

成果向上に向けた事業費増加

民間委託等によるコストの縮減

事務の効率化による現状維持（事業内容の拡充）
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款 項 目 大 中 小 細

実績

目的
（どのような
状態にしたい

のか）

　一生のうちに一度は肝炎ウイルス検診を受け、健康増進を図る。

目標

達成率 ％

0.0

目標

実績

23

実績 ％ 5

30 31 32

受診率

目標 ％ 19 20 21 22事
業
進
捗
状
況
・
達
成
度

成果指標
【KPI】

（目標達成度
を図るための

指標）

名称・内容等 単位 28 29

達成率 ％ 28.4 0.0 0.0 0.0

達成率 ％

事業費合計 586 586 586 586 586

千円 0 0 0 0 0

千円 306 306 306 306 306
職員

人 0 0 0

嘱託
人

一般財源 120 120 120 120 120

0 0

目標達成
のための
具体的

手段・方法

　対象者に受診券（無料クーポン券）を交付する。検診は、壱岐医師会に委託
し、会員である市内医療機関で実施する。検診機関は、国民健康保険の特定健診
や各種がん検診と同じ６月から１１月末までとする。検診結果は、本人に通知す
るとともに、市で管理し、必要に応じて保健指導等に活用する。

その他特財

　対象
（誰に、何に
対して）

市民

財
源
内
訳

地方債

事
業
費
等
の
推
移

予算科目

人件費 306 306 306 306 306

160 160 160

県支出金

国庫支出金 160 160

直接事業費 280 280 280 280 280

平成30年度 平成31年度 平成32年度

（予算） （予算） （予算） （予算） （予算）

　＜１＞生涯にわたり健康に暮らせる社会の実現

　　①健康づくりと保険予防体制の充実

00

事
業
の
対
象
・
目
的
・
内
容

事業の背景
（課題・市民
の要望等）

　壱岐市では、肝炎ウイルスの感染率が高く、肝臓疾患での死亡率も高い。肝炎
ウイルスの感染の有無を調べることは、早期治療につながり、医療費の削減、市
民の健康増進となり、事業を実施することは妥当である。

事業番号 00955 健康増進事業費

年度
平成28年度 平成29年度

04 01 01 04 01 01

総合戦略
区　　分

根拠法令等 健康増進法 実施義務 あり がん検診事業

健康増進班 担当者名： 吉田　博之

基
本
事
項

施策名 肝炎検診 整理番号 41052
関
連
個
別
事
業
名

健康増進事業

平成 28 年度　施策評価調書 課名： 健康増進課 班名：

総合計画
区　　分

（２）福祉・健康づくりの充実で安心のまちづくり～福祉・健康～ 　
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① ②

③ ④

健康に関するニーズは、増加している。

実施期間等について、改善の余地あり。

診療報酬等の改正に準じて、受益者負担金の見直しが必要。

啓発等の工夫が必要。

法により義務化されている事業のため継続実施。
ただし、内容の見直しは、随時実施する。

・実施期間の検討
・啓発方法の改善

現年予算 千円 次年度予算

長崎県で全て実施すべき。

千円 増減 千円

判定平均点（3点満点）
A=3、B=2、C=1、空白=0として換算

2.20

⑥事業の効果をさらにあげる余地はな
いか

A=効果向上の余地はない、B=一部検討の余地がある、C=検討の余地がある

Ｂ
総合判定

長崎県で全て実施すべき。
【評価結果を踏まえた次年度予算への反映状況】

補助要綱に沿って実施できている。 総合判定

A=現行以上の手法はない、B=一部検討の余地がある、C=検討の余地がある

Ｂ 意
見
等

既に検査済みの人もあり、対象者の実態調査が必要。

意
見
等

効
率
性

⑧事業実施により、費用や業務量に見
合った活動結果が得られているか。
※活動指標と連動させること

A=得られている、B=一部得られていない、C=見直しが必要

Ａ

【外部評価】

⑩類似・重複した事業や国県施策はな
いか。組織間の連携や役割分担に改善
の余地はないか。

A=改善の余地はない、B=一部改善の余地がある、C=改善の余地がある

Ｂ

⑨必要な活動結果がより少ない費用や
業務量で得られる手法に代えられない
か。

達
成
度

⑦事業は当初計画どおり実施され、成
果指標が達成されたか。
※成果指標と連動させること

A=全ての指標達成、B=一部未達成、C=達成しなかった

Ｃ

有
効
性

④成果指標を達成するために、最適な
事業内容となっているか。

A=概ね適切、B=改善の余地あり、C=見直しが必要

Ｂ

⑤事業対象者全員に偏りなくサービス
が提供されているか。受益者負担等は
適切か。使用料等の見直しの余地はな
いか。

③対象者は事業目的に見合っている
か。また、事業を取り巻く時代変化
や、環境の変化に適応しているか。

A=概ね適切、B=改善の余地あり、C=見直しが必要

Ａ
今後の課題及
び改善策、見
直しの状況・

方針

A=概ね適切、B=改善の余地あり、C=見直しが必要

Ｂ

・総合評価で「見直し・改善を行うとした場合、見直しを行う上での今後の課題や事業の改善見直しを行うことにより予想される効果も併せて
記入願います。
・本年度の事業を実施するにあたり、事業内容等の見直し（改革・改善、終期の設定など）を行っている場合は、その内容についても記載願いま
す。

【２次評価】

健康増進法の規定による。

Ａ

事業の評価項目と評価の視点 評価内容（判断理由、課題等）

評
価
結
果

判
断
理
由必

要
性

①市民ニーズや社会環境の変化に照ら
して、事業の必要性が薄れていない
か。

A=薄れていない、B=一部薄れている、C=薄れている 判定

②事業を民間（NPO、市民、ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ
等）に実施させることはできないか。

A=市以外での実施困難、B=一部民間で実施可能、C=民間で実施可能

Ｂ
市の対象外の者に対し、県で実施。

【１次評価】 総合自己評価（所管部署）

Ａ 継続実施（見直しは行わない）

Ｂ１ 事業規模の拡充

Ｂ２ 事業規模の縮小

Ｂ３ 事業内容の改善・見直し

Ｂ４ その他の見直し

Ｃ 休止（隔年実施などへの変更）

Ｄ 廃止（終期の設定等を含む）

事業費縮減（事業の見直し）

成果向上に向けた事業費増加

民間委託等によるコストの縮減

事務の効率化による現状維持（事業内容の拡充）
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款 項 目 大 中 小 細

実績

目標
目的

（どのような
状態にしたい

のか）

　市民が安心して暮らせるように、いつどんな事故に遭い救急が必要となっても
いつでもすぐに対応できる救急医療体制の整備充実を図る。

目標

達成率 ％

実績

実績

30 31 32

目標事
業
進
捗
状
況
・
達
成
度

成果指標
【KPI】

（目標達成度
を図るための

指標）

名称・内容等 単位 28 29

達成率 ％

達成率 ％

職員
人

嘱託
人

0 0 0 0

61 61 61 61

千円

61

0 0 0

5,600 5,600

県支出金

国庫支出金

その他特財

財
源
内
訳

地方債

事
業
費
等
の
推
移

人件費

一般財源 5,600 5,600 5,600

事業費合計

0

5,600 5,600

6161 61 61 61

千円

あり

事
業
の
対
象
・
目
的
・
内
容

年度
平成28年度 平成29年度

直接事業費

平成30年度 平成31年度 平成32年度

（予算） （予算） （予算） （予算） （予算）

5,600 5,600 5,600

基
本
事
項

関
連
個
別
事
業
名

病院群輪番制病院運営事業

平成 28 年度　施策評価調書

　　①健康づくりと保険予防体制の充実

　＜１＞生涯にわたり健康に暮らせる社会の実現

施策名 救急医療対策事業（在宅当番医制） 整理番号 41035

総合計画
区　　分

（２）福祉・健康づくりの充実で安心のまちづくり～福祉・健康～

健康増進班

根拠法令等 救急医療対策事業実施要綱（昭和52年7月6日、医発第692号） 実施義務

　休日における救急医療体制を確保するために、壱岐医師会（６病院　６診療
所）に委託し、在宅当番医制を実施する。

　対象
（誰に、何に
対して）

救急医療を必要とする市民

事業の背景
（課題・市民
の要望等）

　救急患者への対応は迅速かつ的確な処置が必要とされる。これに対応するた
め、市はあらかじめ救急医療体制を整備する必要がある。

総合戦略
区　　分

目標達成
のための
具体的

手段・方法

担当者名： 吉田　博之課名： 健康増進課 班名：

00

事業番号 00945 保健衛生総務費
予算科目

04 01 01 02 01 00

5,661 5,661 5,661 5,661 5,661

0 0
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① ②

③ ④

市は、あらかじめ救急医療体制を整備する必要がある。

対象者は救急患者となるため、改善の余地はない。

受益者負担については、医療法によるため、改善の余地は
ない。

救急医療においては、目標を設定することはできない。

救急患者のための事業であり、事業の縮小や休止等は
考えられない。

現年予算 千円 次年度予算

専門性が高く、医療機関でしか実施できない。

千円 増減 千円

判定平均点（3点満点）
A=3、B=2、C=1、空白=0として換算

2.90

総合判定

すべての休日において実施ができている。 総合判定

専門性が高く、医療機関でしか実施できない。
【評価結果を踏まえた次年度予算への反映状況】

A=現行以上の手法はない、B=一部検討の余地がある、C=検討の余地がある

Ａ 意
見
等

専門医の確保

意
見
等

達
成
度

⑦事業は当初計画どおり実施され、成
果指標が達成されたか。
※成果指標と連動させること

A=全ての指標達成、B=一部未達成、C=達成しなかった

Ａ

効
率
性

⑧事業実施により、費用や業務量に見
合った活動結果が得られているか。
※活動指標と連動させること

A=得られている、B=一部得られていない、C=見直しが必要

Ａ

【外部評価】

⑩類似・重複した事業や国県施策はな
いか。組織間の連携や役割分担に改善
の余地はないか。

A=改善の余地はない、B=一部改善の余地がある、C=改善の余地がある

Ａ

⑨必要な活動結果がより少ない費用や
業務量で得られる手法に代えられない
か。

有
効
性

④成果指標を達成するために、最適な
事業内容となっているか。

A=概ね適切、B=改善の余地あり、C=見直しが必要

Ａ
当番医登録医療機関数は減少していない。

⑤事業対象者全員に偏りなくサービス
が提供されているか。受益者負担等は
適切か。使用料等の見直しの余地はな
いか。

③対象者は事業目的に見合っている
か。また、事業を取り巻く時代変化
や、環境の変化に適応しているか。

A=概ね適切、B=改善の余地あり、C=見直しが必要

Ａ
今後の課題及
び改善策、見
直しの状況・

方針

専門医師の確保

A=概ね適切、B=改善の余地あり、C=見直しが必要

Ａ

・総合評価で「見直し・改善を行うとした場合、見直しを行う上での今後の課題や事業の改善見直しを行うことにより予想される効果も併せて
記入願います。
・本年度の事業を実施するにあたり、事業内容等の見直し（改革・改善、終期の設定など）を行っている場合は、その内容についても記載願いま
す。

【２次評価】

⑥事業の効果をさらにあげる余地はな
いか

A=効果向上の余地はない、B=一部検討の余地がある、C=検討の余地がある

Ｂ

救急患者への対応のため、必要性が薄れることはない。 Ａ

事業の評価項目と評価の視点 評価内容（判断理由、課題等）

評
価
結
果

判
断
理
由必

要
性

①市民ニーズや社会環境の変化に照ら
して、事業の必要性が薄れていない
か。

A=薄れていない、B=一部薄れている、C=薄れている 判定

②事業を民間（NPO、市民、ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ
等）に実施させることはできないか。

A=市以外での実施困難、B=一部民間で実施可能、C=民間で実施可能

Ａ

【１次評価】 総合自己評価（所管部署）

Ａ 継続実施（見直しは行わない）

Ｂ１ 事業規模の拡充

Ｂ２ 事業規模の縮小

Ｂ３ 事業内容の改善・見直し

Ｂ４ その他の見直し

Ｃ 休止（隔年実施などへの変更）

Ｄ 廃止（終期の設定等を含む）

事業費縮減（事業の見直し）

成果向上に向けた事業費増加

民間委託等によるコストの縮減

事務の効率化による現状維持（事業内容の拡充）



1／2

款 項 目 大 中 小 細

目的
（どのよう
な状態にし
たいのか）

・ヘルスメイト自身が実践講座や研修において得た知識・情報をもとに地域に根付いた活動を行政
とともに食生活の改善に取り組んでいく。
・減塩の定着と野菜の摂取が増加する。

事
業
の
対
象
・
目
的
・
内
容

事業の背景
（課題・市
民の要望

等）

「私たちの健康は私たちの手で」をスローガンに年間活動目標及び壱岐市食育推進計画を始め、そ
の他健康増進に関する各計画の推進目標達成のために、行政が実施する実践講座・研修会に参加
し、そこで得た知識・情報をもとに、地域に根付いた伝達活動を行政とともに食生活の改善に取り
組んでいく。また、ボランティア団体として、様々なイベントにも参加協力し、健康の輪を広げて
いく。

目標達成
のための
具体的

手段・方法

〇食育の推進
・受託事業の実施（日本食生活協会、社会教育課公民館料理教室等）
・保育所、幼稚園、小学校での食育、調理指導、郷土料理の伝承、高校生への食育
・食育の日のＰＲ
〇ボランティア活動
・壱岐の島新春マラソン、原の辻古代米作り、一支国博物館ワークショップ、ねんりんピック。ウ
ルトラマラソン等
〇健康づくりの推進
・活きいきすこやか２１のＰＲ活動
・家庭訪問によるみそ汁等の塩分測定の実施により、生活習慣病予防の普及、啓発

　対象
（誰に、何
に対して）

市民

達成率 ％ 125.7 0.0 0.0 0.0 0.0

事業費合計

0.1 0.1

4,109 3,982 3,982 3,982 3,982

0.1 0.1 0.1

288 288 288 288 288

担当者名： 末永　えりか

04 01

事業番号

年度
平成30年度 平成31年度 平成32年度

（予算）

班名：

02 0001 01 00

00945

平成28年度 平成29年度

（予算） （予算） （予算）

総合計画
区　　分

（２）福祉・健康づくりの充実で安心のまちづくり～福祉・健康～

根拠法令等 食育基本法 実施義務 なし

健康増進班

　＜１＞生涯にわたり健康に暮らせる社会の実現

　　①健康づくりと保険予防体制の充実

基
本
事
項

施策名 壱岐市食生活改善推進員協議会 整理番号 41040

平成 28 年度　施策評価調書 課名：

総合戦略
区　　分

予算科目

健康増進課

事
業
費
等
の
推
移

財
源
内
訳

国庫支出金

地方債

直接事業費 1,983

人件費 2,126

（予算）

県支出金

関
連
個
別
事
業
名

健康増進事業

母子保健事業

国保保健事業

介護予防事業

1,856 1,856 1,856 1,856

一般財源 1,983 1,856 1,856 1,856 1,856

その他特財

2,126 2,126 2,126 2,126

職員
人 0.3 0.3 0.3 0.3 0.3

千円

嘱託
人

千円

1,838 1,838 1,838 1,838 1,838

事
業
進
捗
状
況
・
達
成
度

成果指標
【KPI】

（目標達成
度を図るた
めの指標）

名称・内容等 単位 28 29 30 31 32

実践講座・研修会への
出席

目標 人 850 850 850 850 850

実績 人 1,068

目標

実績

達成率 ％

目標

実績

達成率 ％
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① ②

③ ④

現年予算 千円 次年度予算

本部役員を中心に支部体制をとり、効率的な活動が行われ

千円 増減 千円

判定平均点（3点満点）
A=3、B=2、C=1、空白=0として換算

2.60

日本食生活協会、県協議会と連携し事業実施、地域活動
ができている。

【評価結果を踏まえた次年度予算への反映状況】

会としてとらえると十分活動ができているが、会員全体
が地域活動に取り組むわけではなく、活動量の差があ
る。生活習慣病予防にどれだけつながっているか、ヘル
スメイトの活動だけでは、判断できない。

総合判定

A=現行以上の手法はない、B=一部検討の余地がある、C=検討の余地がある

Ｂ 意
見
等

達
成
度

⑦事業は当初計画どおり実施され、
成果指標が達成されたか。
※成果指標と連動させること

A=全ての指標達成、B=一部未達成、C=達成しなかった

Ａ

⑥事業の効果をさらにあげる余地は
ないか

A=効果向上の余地はない、B=一部検討の余地がある、C=検討の余地がある

Ｂ
総合判定

事業は年間活動計画に基づき実施できた。実践講座や各
種研修会への参加は目標を十分に達成できている。

有
効
性

④成果指標を達成するために、最適
な事業内容となっているか。

A=概ね適切、B=改善の余地あり、C=見直しが必要

Ｂ
実践講座や研修会は参加しやすいように、各町での開催
やどの会場への参加も可能としており、参加者を増やす
工夫をしているが、現役で就労している人の参加が課題
となる。

⑤事業対象者全員に偏りなくサービ
スが提供されているか。受益者負担
等は適切か。使用料等の見直しの余
地はないか。

実践講座や研修会の通知は全体に行っている。また、必
要に応じて、支部ごとの役員を通して全体へ情報の周知
を行っている。 【２次評価】

効
率
性

⑧事業実施により、費用や業務量に
見合った活動結果が得られている
か。
※活動指標と連動させること

A=得られている、B=一部得られていない、C=見直しが必要

Ｂ

【外部評価】

⑩類似・重複した事業や国県施策は
ないか。組織間の連携や役割分担に
改善の余地はないか。

A=改善の余地はない、B=一部改善の余地がある、C=改善の余地がある

Ａ

⑨必要な活動結果がより少ない費用
や業務量で得られる手法に代えられ
ないか。

③対象者は事業目的に見合っている
か。また、事業を取り巻く時代変化
や、環境の変化に適応しているか。

ヘルスメイトは養成講座を受講し、その後の実践講座を
通して、新しい情報を取り入れ行政の教育指導が必要で
ある。

A=概ね適切、B=改善の余地あり、C=見直しが必要

Ａ 今後の課題
及び改善

策、見直し
の状況・方

針

会員が活動しやすいよう、行政として事務協がサポートをしながらも、会
員の自主性を育てていく。

A=概ね適切、B=改善の余地あり、C=見直しが必要

Ａ

・総合評価で「見直し・改善を行うとした場合、見直しを行う上での今後の課題や事業の改善見直しを行うことにより予想される効果も併せて
記入願います。
・本年度の事業を実施するにあたり、事業内容等の見直し（改革・改善、終期の設定など）を行っている場合は、その内容についても記載願います。

ヘルスメイトは、活動できる限り意欲的に活動されてい
る。事務局の関わりとしてもう少し自立へ向けた活動が
できると更によくなる。

意
見
等

A=薄れていない、B=一部薄れている、C=薄れている 判定

②事業を民間（NPO、市民、ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ
等）に実施させることはできない
か。

A=市以外での実施困難、B=一部民間で実施可能、C=民間で実施可能

Ａ地域活動の他に行う壱岐市の事業に協力し、食を通した
健康づくりの取り組みは、行政に事務局を置くことで連
携がとれている。

【１次評価】 総合自己評価（所管部署）

地域に根差した活動ができ、壱岐市のイベント等への協
力も必要不可欠な団体となっている。 Ａ

事業の評価項目と評価の視点 評価内容（判断理由、課題等）

評
価
結
果

判
断
理
由

多くの会員を抱えるボランティアの団体であり、食
を通して市民の健康づくり、生活習慣病予防に地域
に根差した活動を展開している。また、壱岐市の行
事イベント、出前講座でも多くの活動を実施してい
る。求められる活動へこれだけ対応できるのは、壱
岐市食生活改善協議会であるから。

必
要
性

①市民ニーズや社会環境の変化に照
らして、事業の必要性が薄れていな
いか。

Ａ 継続実施（見直しは行わない）

Ｂ１ 事業規模の拡充

Ｂ２ 事業規模の縮小

Ｂ３ 事業内容の改善・見直し

Ｂ４ その他の見直し

Ｃ 休止（隔年実施などへの変更）

Ｄ 廃止（終期の設定等を含む）

事業費縮減（事業の見直し）

成果向上に向けた事業費増加

民間委託等によるコストの縮減

事務の効率化による現状維持（事業内容の拡充）
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款 項 目 大 中 小 細

3

実績 回 5

目的
（どのような
状態にしたい

のか）

・うつ病予防のための啓発・講演会を行い自殺予防対策を図る。また心の健康づくりや、障害者に
対する地域の偏見をなくして早期に医療や相談につなげる。
・精神障害者が、入院せず在宅生活が継続できるよう支援し、医療費の削減を図る。

0.0

心の健康づくりの講話
等の開催

目標 回 3 3 3 3

達成率 ％ 0.0

0.0

目標 ％ 21 21 21 21

0.0

達成率 ％ 166.7 0.0 0.0 0.0 0.0

21

実績 ％

12

実績 回 12

30 31 32

精神保健担当者連絡会
の開催

目標 回 12 12 12 12事
業
進
捗
状
況
・
達
成
度

成果指標
【KPI】

（目標達成度
を図るための

指標）

名称・内容等 単位 28 29

達成率 ％ 100.0 0.0

0.0 0.0

0.0 0.0

自殺死亡率の減少

事業費合計 3,773 3,149 3,755 3,755 3,755

千円 0 0 0 0 0

千円 3,675 3,063 3,675 3,675 3,675
職員

人 0.6 0.5 0.6

嘱託
人

一般財源 33 29 30 30 30

0.6 0.6

目標達成
のための
具体的

手段・方法

・心の健康づくりや適正飲酒に関する健康教育や、自殺予防対策としてうつ予防の講演会、自殺予
防　キャンペーン等を開催。
・精神保健担当者連絡会の実施
　精神保健、医療、福祉に関わる関係者で、毎月１回会議を行う。ケースの支援内容等の協議や
　研修等を行うことで役割を明確にし、よりよい支援につなげる。
・家庭訪問による相談支援

その他特財

　対象
（誰に、何に
対して）

一般市民。精神障害者やその疑いのある者とその家族。

財
源
内
訳

地方債

事
業
費
等
の
推
移

予算科目

人件費 3,675 3,063 3,675 3,675 3,675

県支出金 65 57 50 50 50

国庫支出金

直接事業費 98 86 80 80 80

平成30年度 平成31年度 平成32年度

（予算） （予算） （予算） （予算） （予算）

　＜１＞生涯にわたり健康に暮らせる社会の実現

　　①健康づくりと保険予防体制の充実

01

事
業
の
対
象
・
目
的
・
内
容

事業の背景
（課題・市民
の要望等）

様々なストレスに悩む方が増え、うつ病や自殺者が増加し大きな課題となっている。このことから
心の健康づくりや精神疾患に対する正しい知識の普及啓発を行い、相談体制を整える必要がある。

事業番号 00955 健康増進事業費

年度
平成28年度 平成29年度

04 01 01 04 01 01

総合戦略
区　　分

根拠法令等 精神保健福祉法 実施義務 あり 壱岐市保健事業計画

健康増進班 担当者名： 小金丸茂美

基
本
事
項

施策名 精神保健事業 整理番号 41046
関
連
個
別
事
業
名

健康増進事業

平成 28 年度　施策評価調書 課名： 健康増進課 班名：

総合計画
区　　分

（２）福祉・健康づくりの充実で安心のまちづくり～福祉・健康～
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① ②

③ ④

現年予算 千円 次年度予算

現在も効率的に実施している。

千円 増減 千円

判定平均点（3点満点）
A=3、B=2、C=1、空白=0として換算

2.80

精神保健の中心機関である保健所と連携しながら実施する。
【評価結果を踏まえた次年度予算への反映状況】

普及啓発に力をいれている。 総合判定

A=現行以上の手法はない、B=一部検討の余地がある、C=検討の余地がある

Ａ 意
見
等

現状どおりで実施。

意
見
等

達
成
度

⑦事業は当初計画どおり実施され、成
果指標が達成されたか。
※成果指標と連動させること

A=全ての指標達成、B=一部未達成、C=達成しなかった

Ｂ

⑥事業の効果をさらにあげる余地はな
いか

A=効果向上の余地はない、B=一部検討の余地がある、C=検討の余地がある

Ａ
総合判定

ストレス社会の中で心の健康についての事業が重要となっ
ている。

事業は当初の計画通り実施でき、一部目標達成できた。
（自殺死亡率については未確定）

効
率
性

⑧事業実施により、費用や業務量に見
合った活動結果が得られているか。
※活動指標と連動させること

A=得られている、B=一部得られていない、C=見直しが必要

Ａ

【外部評価】

⑩類似・重複した事業や国県施策はな
いか。組織間の連携や役割分担に改善
の余地はないか。

A=改善の余地はない、B=一部改善の余地がある、C=改善の余地がある

Ａ

⑨必要な活動結果がより少ない費用や
業務量で得られる手法に代えられない
か。

有
効
性

④成果指標を達成するために、最適な
事業内容となっているか。

A=概ね適切、B=改善の余地あり、C=見直しが必要

Ａ精神に関する関係機関で定期的に連絡会が実施でき、とて
も有効である。

⑤事業対象者全員に偏りなくサービス
が提供されているか。受益者負担等は
適切か。使用料等の見直しの余地はな
いか。

③対象者は事業目的に見合っている
か。また、事業を取り巻く時代変化
や、環境の変化に適応しているか。

A=概ね適切、B=改善の余地あり、C=見直しが必要

Ａ
今後の課題及
び改善策、見
直しの状況・

方針

市民の心の健康づくりや精神疾患に対する正しい知識の普及啓発を行い、相
談体制を整える必要がある。また、精神障害者の在宅生活を支えるために
は、関係機関の連携と、医療体制の確立が重要であることから、精神保健の
中心機関である保健所と連携しながら実施する。

A=概ね適切、B=改善の余地あり、C=見直しが必要

Ａ

・総合評価で「見直し・改善を行うとした場合、見直しを行う上での今後の課題や事業の改善見直しを行うことにより予想される効果も併せて
記入願います。
・本年度の事業を実施するにあたり、事業内容等の見直し（改革・改善、終期の設定など）を行っている場合は、その内容についても記載願いま
す。

受益者負担や使用料等はない
【２次評価】

ストレスに悩む方が増え、うつ病や自殺が大きな課題に
なっていることから、心の健康づくりや精神疾患に対する
正しい知識の普及啓発を行い、相談体制を整える必要があ

Ａ

事業の評価項目と評価の視点 評価内容（判断理由、課題等）

評
価
結
果

判
断
理
由

一次予防に力を入れ、心の健康づくりのための普及啓
発を継続していく。また、関係機関との連携とスキル
アップのため担当者連絡会も現状どおり行う。

必
要
性

①市民ニーズや社会環境の変化に照ら
して、事業の必要性が薄れていない
か。

A=薄れていない、B=一部薄れている、C=薄れている 判定

②事業を民間（NPO、市民、ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ
等）に実施させることはできないか。

A=市以外での実施困難、B=一部民間で実施可能、C=民間で実施可能

Ｂ
当事者会として一部実施されている

【１次評価】 総合自己評価（所管部署）

Ａ 継続実施（見直しは行わない）

Ｂ１ 事業規模の拡充

Ｂ２ 事業規模の縮小

Ｂ３ 事業内容の改善・見直し

Ｂ４ その他の見直し

Ｃ 休止（隔年実施などへの変更）

Ｄ 廃止（終期の設定等を含む）

事業費縮減（事業の見直し）

成果向上に向けた事業費増加

民間委託等によるコストの縮減

事務の効率化による現状維持（事業内容の拡充）
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款 項 目 大 中 小 細

　

目標 ％

実績 ％

達成率 ％

達成率 ％ 63.9

目標 ％

実績 ％

達成率 ％

事
業
進
捗
状
況
・
達
成
度

成果指標
【KPI】

（目標達成
度を図るた
めの指標）

名称・内容等 単位 28 29 30 31 32

先取り健診

目標 ％ 18 20 20 20 20

実績 ％ 12

嘱託
人

千円

事業費合計

0 0 0

0.1 0.1 0.1 0.1

613

職員
人 0.1

千円

その他特財

一般財源 1,547 848 1,046 1,046 1,046

県支出金 100 198

地方債

目的
（どのよう
な状態にし
たいのか）

若い世代から自分の体の関心を持ち、健診受診を習慣化し、生活習慣の改善に
つなげる。

事
業
の
対
象
・
目
的
・
内
容

事業の背景
（課題・市
民の要望

等）

40歳から74歳の特定健診結果で壱岐市は生活習慣から起こるメタボ該当者や糖
の有所見者の割合が高い。そのため若い世代から自身の体に関心を持ち、健診
受診を習慣化し、若い頃から生活習慣の見直しができるようにする。また40歳
以上の健診が保険者ごとに実施をされるため、健診を受ける機会のない生活保
護受給者の健診を実施する。

目標達成
のための
具体的

手段・方法

30歳代の国民健康保険の方については、健診受診の機会がないため個別通知を
実施する。
30歳代の社会保険の方については、職場健診受診機会のある人もいるため周知
を十分行い、希望者に実施する。
生活保護受給者については保護課と連携し、定期受診者もあるため、希望者や
必要な人に受診勧奨をしてもらい、希望者に実施する。
母子健診や予防接種などの機会に受診勧奨を行う。

　対象
（誰に、何
に対して）

30歳代の市民（職場検診の機会のない方）
保険を有しない生活保護受給者

2,260 1,659 1,659 1,659 1,659

平成32年度

（予算） （予算） （予算） （予算） （予算）

1,046 1,046

財
源
内
訳

国庫支出金  

年度

直接事業費 1,647 1,046 1,046

平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

担当者名： 末永　えりか

　

健康増進課 班名：

01 0104 01 01 04 01
予算科目

事業番号

健康増進法　高齢者医療確保法 実施義務 なし

健康増進班

　＜１＞生涯にわたり健康に暮らせる社会の実現

　　①健康づくりと保険予防体制の充実

00955 　

事
業
費
等
の
推
移

0 0

613 613 613 613 613

人件費 613 613 613 613

基
本
事
項

施策名 先取り健診 整理番号 41045

平成 28 年度　施策評価調書 課名：

総合戦略
区　　分

関
連
個
別
事
業
名

健康日本21（第2次）

壱岐市国民健康保険保健事業（データヘルス）計画

壱岐市保健事業計画
総合計画
区　　分

（２）福祉・健康づくりの充実で安心のまちづくり～福祉・健康～

根拠法令等
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① ②

③ ④

現年予算 千円 次年度予算

若い世代の健診受診は必要であるので、業務量、費用を
削減するため、受診券発行の作業を省く。

千円 増減 千円

判定平均点（3点満点）
A=3、B=2、C=1、空白=0として換算

1.90

事業所（職場）健診受診者の健診結果に関しては情報提
供を求めている。また、事業者あてに事業所（職場）健
診が優先であることを周知ししている。生活保護受給者
に関しては保護課と連携し、必要な対象者へは健診受診
へつなげている。

【評価結果を踏まえた次年度予算への反映状況】

受診率からして、国民健康保険の先取り健診は、対象者
全員へ受診券を発行する業務量や費用からすると効果は
得られていない。

総合判定

A=現行以上の手法はない、B=一部検討の余地がある、C=検討の余地がある

Ｂ 意
見
等

達
成
度

⑦事業は当初計画どおり実施され、
成果指標が達成されたか。
※成果指標と連動させること

A=全ての指標達成、B=一部未達成、C=達成しなかった

Ｃ

⑥事業の効果をさらにあげる余地は
ないか

A=効果向上の余地はない、B=一部検討の余地がある、C=検討の余地がある

Ｃ
総合判定

国民健康保険の先取り健診受診者数は低く、達成できた
とは言えない。

有
効
性

④成果指標を達成するために、最適
な事業内容となっているか。

A=概ね適切、B=改善の余地あり、C=見直しが必要

Ｃ先取り健診（国保）に関しては、対象者へ受診券の発送
をしているが、受診者は少ない。希望者を対象に受診券
を発行する社会保険の３０代や生活保護受給者は、本人

⑤事業対象者全員に偏りなくサービ
スが提供されているか。受益者負担
等は適切か。使用料等の見直しの余
地はないか。

市民全体へ向け周知啓発を行っている。
【２次評価】

効
率
性

⑧事業実施により、費用や業務量に
見合った活動結果が得られている
か。
※活動指標と連動させること

A=得られている、B=一部得られていない、C=見直しが必要

Ｃ

【外部評価】

⑩類似・重複した事業や国県施策は
ないか。組織間の連携や役割分担に
改善の余地はないか。

A=改善の余地はない、B=一部改善の余地がある、C=改善の余地がある

Ａ

⑨必要な活動結果がより少ない費用
や業務量で得られる手法に代えられ
ないか。

生活習慣病からの重症化予防や医療費の適正化を考える
と若い世代からの健診受診の習慣をつけることは必要で
ある。

A=概ね適切、B=改善の余地あり、C=見直しが必要

Ａ 今後の課題
及び改善

策、見直し
の状況・方

針

受診券発行業務等の事務作業や発行にかかる費用の削減をし、継続実施と
する。

A=概ね適切、B=改善の余地あり、C=見直しが必要

Ａ

・総合評価で「見直し・改善を行うとした場合、見直しを行う上での今後の課題や事業の改善見直しを行うことにより予想される効果も併せて
記入願います。
・本年度の事業を実施するにあたり、事業内容等の見直し（改革・改善、終期の設定など）を行っている場合は、その内容についても記載願います。

改めて、若い世代の健診受診を習慣づける若い世代に向
けた働きかけが必要である。

意
見
等

事業の評価項目と評価の視点 評価内容（判断理由、課題等）

評
価
結
果

判
断
理
由

若い世代の生活習慣病予防や健康への関心を高め、
生活習慣の改善に取り組む市民が増えることは必要
である。また、保険を持たない生活保護受給者で医
療にかかってない方の健診受診により健康状態を確
認することが必要であるため、事業内容の見直しを
し、事業の継続は必要である。

必
要
性

①市民ニーズや社会環境の変化に照
らして、事業の必要性が薄れていな
いか。

A=薄れていない、B=一部薄れている、C=薄れている 判定

②事業を民間（NPO、市民、ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ
等）に実施させることはできない
か。

A=市以外での実施困難、B=一部民間で実施可能、C=民間で実施可能

Ａ
対象者の把握や受診状況の把握等市で実施する。

③対象者は事業目的に見合っている
か。また、事業を取り巻く時代変化
や、環境の変化に適応しているか。

【１次評価】 総合自己評価（所管部署）

本来、若い世代においても生活習慣病予防の取り組みと
して健診受診は必要である。若い世代は、就労者も多
く、優先順位として事業所（職場）健診を受診してい
る。健診の機会のない社会保険の扶養者や生活保護受給
者は、必要に応じて健診受診につながっている。

Ｃ

Ａ 継続実施（見直しは行わない）

Ｂ１ 事業規模の拡充

Ｂ２ 事業規模の縮小

Ｂ３ 事業内容の改善・見直し

Ｂ４ その他の見直し

Ｃ 休止（隔年実施などへの変更）

Ｄ 廃止（終期の設定等を含む）

事業費縮減（事業の見直し）

成果向上に向けた事業費増加

民間委託等によるコストの縮減

事務の効率化による現状維持（事業内容の拡充）
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款 項 目 大 中 小 細

基
本
事
項

施策名 母子保健施策 整理番号

関
連
個
別
事
業
名

平成 28 年度　施策評価調書 課名： 健康増進課 班名：

総合計画
区　　分

　　①健康づくりと保険予防体制の充実 特定不妊治療費助成事業

　　（２）安心して子どもを産める環境づくり

根拠法令等
母子保健法、こども・子育て支援法、国民運動「健や
か親子21」、長崎県歯・口腔の健康づくり推進条例

実施義務 あり

健康増進班 担当者名： 谷口　暁美

子育て支援・発達支援事業（こども家庭課）

02

事
業
の
対
象
・
目
的
・
内
容

事業の背景
（課題・市
民の要望

等）

長年、母子保健法にのっとり各種事業を推進してきたが、少子化や人口減少対
策が社会問題として取り上げられる中、まち・ひと・しごと総合戦略において
も、子どもを安心して産み育てられる仕組みづくりの強化が採択されている。
市民のﾆｰｽﾞを把握しながら、事業の強化や体制づくりを再構築していかなけれ
ばならない。

事業番号 00950

年度
平成28年度 平成29年度

04 01 01 03 01

総合戦略
区　　分

直接事業費 28,333 32,441 32,441 32,441 32,441

平成30年度 平成31年度 平成32年度

（予算） （予算） （予算） （予算） （予算）

453 453 453

県支出金 577 540 540 540 540

国庫支出金 453 453

目標達成
のための
具体的

手段・方法

①訪問指導事業（こども・子育て交付金充当）
　訪問員３名委託し、出産された全家庭の訪問を実施

②健康診査事業（妊婦・乳児一般健康診査、乳児健診、1.6歳・3歳児健診）
　壱岐医師会・歯科医師会の協力のもと個別健診・集団健診により実施

③発達支援事業
　健診後のフォローとして、おあそび教室・こども相談・５歳児発達相談事業
を
　実施

④相談事業
　すくすく育児相談、離乳食教室等実施

⑤歯科事業（長崎県フッ化物洗口補助金）
　妊婦の口腔チェック事業、幼児歯科相談、、保育所・幼稚園歯なまる教室・
　フ 化物洗口事業 フ 化物塗布事業

その他特財

　対象
（誰に、何
に対して）

妊産婦、乳幼児とその家族

財
源
内
訳

地方債

事
業
費
等
の
推
移

予算科目

人件費 17,327 17,615 17,615 17,615 17,615

一般財源 27,303 31,448 31,448 31,448 31,448

2.5 2.5

千円 15,313 15,313 15,313 15,313 15,313
職員

人 2.5 2.5 2.5

嘱託
人 0.7 0.8

事業費合計 45,660 50,056 50,056 50,056 50,056

0.8 0.8 0.8

千円 2,014 2,302 2,302 2,302 2,302

新生児・産婦訪問率

目標 ％ 100 100 100 100事
業
進
捗
状
況
・
達
成
度

成果指標
【KPI】

（目標達成
度を図るた
めの指標）

名称・内容等 単位 28 29

達成率 ％ 99.0 0.0

0.0 0.0

0.0 0.0

1.6、3歳児健診受診率

100

実績 ％ 99

30 31 32

0.0

目標 ％ 96 96 96 96

0.0

達成率 ％ 103.2 0.0 0.0 0.0 0.0

96

実績 ％ 98.6

70

実績 ％ 67.1

目的
（どのよう
な状態にし
たいのか）

すべての子どもが健やかに育つ社会の実現
　・妊娠期からの児童虐待防止対策
　・育てにくさを感じる親に寄り添う支援
　・切れ目ない妊産婦・乳幼児への保健対策

0.0

3歳児健診の齲歯のない
者の割合

目標 ％ 65 65 65 68

達成率 ％ 102.7
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① ②

③ ④

【１次評価】 総合自己評価（所管部署）

少子化や人口減少対策として、健やか親子21（第２次）
の推進が強調されている。 Ａ

事業の評価項目と評価の視点 評価内容（判断理由、課題等）

評
価
結
果

判
断
理
由

今年度保健事業計画の評価・次期分作成の年なの
で、各種ｱﾝｹｰﾄやﾆｰｽﾞ調査を参考に、係内で評価を行
い計画に反映できるようにする。

必
要
性

①市民ニーズや社会環境の変化に照
らして、事業の必要性が薄れていな
いか。

A=薄れていない、B=一部薄れている、C=薄れている 判定

②事業を民間（NPO、市民、ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ
等）に実施させることはできない
か。

A=市以外での実施困難、B=一部民間で実施可能、C=民間で実施可能

Ｂ健診や訪問など医療機関や専門職へ委託可能なものは、
実施してもらっている。

有
効
性

④成果指標を達成するために、最適
な事業内容となっているか。

A=概ね適切、B=改善の余地あり、C=見直しが必要

Ａ妊娠期からの切れ目ない支援の重要性が叫ばれるなか、
関係機関と連携を強化し事業へつないでいる。

⑤事業対象者全員に偏りなくサービ
スが提供されているか。受益者負担
等は適切か。使用料等の見直しの余
地はないか。

③対象者は事業目的に見合っている
か。また、事業を取り巻く時代変化
や、環境の変化に適応しているか。

A=概ね適切、B=改善の余地あり、C=見直しが必要

Ｂ 今後の課題
及び改善

策、見直し
の状況・方

針

相談業務の組織間の連携や役割分担を効果的に実施するため、平成29年度
からこども家庭課の相談員やこどもｾﾝﾀｰの指導員と相談業務担当者連絡会
を定例で年４回開催することとした。
保健事業の評価と計画づくりについては、各種ｱﾝｹｰﾄやﾆｰｽﾞ調査の結果をも
とに、協議会（連絡会）において関係機関からのアドバイスを参考に方針
を固める。

A=概ね適切、B=改善の余地あり、C=見直しが必要

Ａ

・総合評価で「見直し・改善を行うとした場合、見直しを行う上での今後の課題や事業の改善見直しを行うことにより予想される効果も併せて
記入願います。
・本年度の事業を実施するにあたり、事業内容等の見直し（改革・改善、終期の設定など）を行っている場合は、その内容についても記載願います。適切な時期に適切なサービスが受けられるよう計画して

いる。 【２次評価】

国が推進している子育て世代包括支援ｾﾝﾀｰ構想の検討や
そこでの事業メニューの検討が必要である。

成果指標の３項目のうち、２つは達成出来た。

効
率
性

⑧事業実施により、費用や業務量に
見合った活動結果が得られている
か。
※活動指標と連動させること

A=得られている、B=一部得られていない、C=見直しが必要

Ｂ

【外部評価】

⑩類似・重複した事業や国県施策は
ないか。組織間の連携や役割分担に
改善の余地はないか。

A=改善の余地はない、B=一部改善の余地がある、C=改善の余地がある

Ｂ

⑨必要な活動結果がより少ない費用
や業務量で得られる手法に代えられ
ないか。

ﾆｰｽﾞ調査等の結果を参考に、国が推進している子育て世
代包括支援ｾﾝﾀｰ構想の検討やそこでの事業メニューの検
討をすすめる。

意
見
等

達
成
度

⑦事業は当初計画どおり実施され、
成果指標が達成されたか。
※成果指標と連動させること

A=全ての指標達成、B=一部未達成、C=達成しなかった

Ｂ

⑥事業の効果をさらにあげる余地は
ないか

A=効果向上の余地はない、B=一部検討の余地がある、C=検討の余地がある

Ｂ
総合判定

活動指標の３項目のうち、２つは達成出来た。 総合判定

A=現行以上の手法はない、B=一部検討の余地がある、C=検討の余地がある

Ａ 意
見
等

現年予算 千円 次年度予算

必要な活動結果を得るために、ポピュレーションｱﾌﾟﾛｰﾁ
とハイリスクｱﾌﾟﾛｰﾁを効果的に組み合わせて推進してい
る。

千円 増減 千円

判定平均点（3点満点）
A=3、B=2、C=1、空白=0として換算

2.40

ﾆｰｽﾞ調査等の結果を参考に、国が推進している子育て世
代包括支援ｾﾝﾀｰ構想の検討やそこでの事業メニューの検
討をすすめる中で関係機関との連携や役割分担など体制
づくりをすすめる。

【評価結果を踏まえた次年度予算への反映状況】

Ａ 継続実施（見直しは行わない）

Ｂ１ 事業規模の拡充

Ｂ２ 事業規模の縮小

Ｂ３ 事業内容の改善・見直し

Ｂ４ その他の見直し

Ｃ 休止（隔年実施などへの変更）

Ｄ 廃止（終期の設定等を含む）

事業費縮減（事業の見直し）

成果向上に向けた事業費増加

民間委託等によるコストの縮減

事務の効率化による現状維持（事業内容の拡充）
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款 項 目 大 中 小 細

基
本
事
項

施策名 予防接種事業 整理番号 41047
関
連
個
別
事
業
名

壱岐市保健事業計画

平成 28 年度　施策評価調書 課名： 健康増進課 班名：

総合計画
区　　分

（２）福祉・健康づくりの充実で安心のまちづくり～福祉・健康～

根拠法令等 予防接種法 実施義務 あり

健康増進班 担当者名： 小金丸茂美

　＜１＞生涯にわたり健康に暮らせる社会の実現

　　①健康づくりと保険予防体制の充実

00

事
業
の
対
象
・
目
的
・
内
容

事業の背景
（課題・市民
の要望等）

伝染のおそれがある疾病の発生及びまん延を予防し、重症化予防の効果がある予防接種を行うこと
で、公衆衛生の向上及び増進に寄与することができ、医療費削減にもつながる。

事業番号 00960 一般予防対策費

年度
平成28年度 平成29年度

04 01 02 02 00 00

総合戦略
区　　分

直接事業費 71,952 69,310 69,310 69,310 69,310

平成30年度 平成31年度 平成32年度

（予算） （予算） （予算） （予算） （予算）

県支出金 3,401 3,421 3,421 3,421 3,421

国庫支出金

目標達成
のための
具体的

手段・方法

【定期予防接種】
・壱岐医師会に委託し、市内4会場（壱岐文化ホール、かざはや、つばさ、石田改善センター）に
おいて、集団接種（ＢＣＧ）を実施。市内医療機関において個別接種（ヒブ・肺炎球菌、Ｂ型肝
炎、４種混合、不活化ポリオ、水痘、麻しん風しん混合、２種混合、日本脳炎、子宮頸がんワクチ
ン、高齢者インフルエンザ、高齢者肺炎球菌）を実施。安全かつ適切な実施のため、予防接種研修
会を実施。
・健康被害救済給付を1件実施。

【任意予防接種】
・壱岐医師会に委託し、市内医療機関で高齢者肺炎球菌（70歳以上で定期接種の対象者を除く）、
小児インフルエンザを実施。接種費用の一部を助成。

その他特財 10 10

　対象
（誰に、何に
対して）

定期予防接種と定められている年齢の乳幼児、児童生徒、高齢者。また、市が助成する任意接種を
希望する市民。

財
源
内
訳

地方債 3,600 3,600

事
業
費
等
の
推
移

予算科目

人件費 8,139 7,350

一般財源 64,941 62,279 65,889 65,889 65,889

1.0 1.0

千円 6,125 7,350 6,125 6,125 6,125
職員

人 1.0 1.2 1.0

嘱託
人 0.7

事業費合計 80,091 76,660 69,310 69,310 69,310

千円 2,014 0 0 0 0

ＢＣＧ接種率

目標 ％ 100 100 100 100事
業
進
捗
状
況
・
達
成
度

成果指標
【KPI】

（目標達成度
を図るための

指標）

名称・内容等 単位 28 29

達成率 ％ 100.0 0.0

0.0 0.0

0.0 0.0

麻しん風しん混合１期
接種率

100

実績 ％ 100

30 31 32

0.0

目標 ％ 96 97 97 97

0.0

達成率 ％ 92.2 0.0 0.0 0.0 0.0

97

実績 ％ 96

99

実績 ％ 90

目的
（どのような
状態にしたい

のか）

伝染のおそれがある疾病の発生及びまん延を予防し、重症化を防ぐ。予防接種を行い、公衆衛生の
向上及び増進に寄与する。また、予防接種による健康被害の迅速な対応を図る。

0.0

麻しん風しん混合２期
接種率

目標 ％ 98 99 99 99

達成率 ％ 100.3



2／2

① ②

③ ④

【１次評価】 総合自己評価（所管部署）

予防接種法に基づく事業である。 Ａ

事業の評価項目と評価の視点 評価内容（判断理由、課題等）

評
価
結
果

判
断
理
由

予防接種事業の実施方法を改善・見直し、すべて個別
接種に移行させる必要がある。

必
要
性

①市民ニーズや社会環境の変化に照ら
して、事業の必要性が薄れていない
か。

A=薄れていない、B=一部薄れている、C=薄れている 判定

②事業を民間（NPO、市民、ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ
等）に実施させることはできないか。

A=市以外での実施困難、B=一部民間で実施可能、C=民間で実施可能

Ａ
市が行うことと法的に位置づけられている。

有
効
性

④成果指標を達成するために、最適な
事業内容となっているか。

A=概ね適切、B=改善の余地あり、C=見直しが必要

ＢＢＣＧが集団接種であるため、個別接種へ、麻しん風しん
混合予防接種についても通年での個別接種へ移行する必要
がある。

⑤事業対象者全員に偏りなくサービス
が提供されているか。受益者負担等は
適切か。使用料等の見直しの余地はな
いか。

③対象者は事業目的に見合っている
か。また、事業を取り巻く時代変化
や、環境の変化に適応しているか。

A=概ね適切、B=改善の余地あり、C=見直しが必要

Ａ
今後の課題及
び改善策、見
直しの状況・

方針

平成２８年度までＢＣＧ、麻しん風しん混合については、月１～２回の接種
であった。対象者の体調に合わせて実施するためには、通年での個別接種で
の実施が望ましく、保護者からの要望もあったことから、壱岐医師会と協
議。平成２９年度から個別接種へ移行。安全かつ円滑な個別接種の推進のた
め、医療機関への情報提供や研修会を実施する。

A=概ね適切、B=改善の余地あり、C=見直しが必要

Ａ

・総合評価で「見直し・改善を行うとした場合、見直しを行う上での今後の課題や事業の改善見直しを行うことにより予想される効果も併せて
記入願います。
・本年度の事業を実施するにあたり、事業内容等の見直し（改革・改善、終期の設定など）を行っている場合は、その内容についても記載願いま
す。

平成３０年度消費税等アップの際に見直しの予定
【２次評価】

平成２８年１０月からＢ型肝炎ワクチンが定期接種に追加
された

年度途中の法改正により、平成28年10月からＢ型肝炎予防
接種が開始になったが、計画通り実施できた。目標達成の
ため、事業内容の改善が必要である。

効
率
性

⑧事業実施により、費用や業務量に見
合った活動結果が得られているか。
※活動指標と連動させること

A=得られている、B=一部得られていない、C=見直しが必要

Ａ

【外部評価】

⑩類似・重複した事業や国県施策はな
いか。組織間の連携や役割分担に改善
の余地はないか。

A=改善の余地はない、B=一部改善の余地がある、C=改善の余地がある

Ａ

⑨必要な活動結果がより少ない費用や
業務量で得られる手法に代えられない
か。

個別接種への移行を検討する。

意
見
等

達
成
度

⑦事業は当初計画どおり実施され、成
果指標が達成されたか。
※成果指標と連動させること

A=全ての指標達成、B=一部未達成、C=達成しなかった

Ｂ

⑥事業の効果をさらにあげる余地はな
いか

A=効果向上の余地はない、B=一部検討の余地がある、C=検討の余地がある

Ｂ
総合判定

通知の工夫や広報誌、ホームページ等の活用を行う。 総合判定

A=現行以上の手法はない、B=一部検討の余地がある、C=検討の余地がある

Ａ 意
見
等

現年予算 千円 次年度予算

通知を圧着ハガキで実施。

千円 増減 千円

判定平均点（3点満点）
A=3、B=2、C=1、空白=0として換算

2.70

市が行うことと法的に位置づけられている。
【評価結果を踏まえた次年度予算への反映状況】

Ａ 継続実施（見直しは行わない）

Ｂ１ 事業規模の拡充

Ｂ２ 事業規模の縮小

Ｂ３ 事業内容の改善・見直し

Ｂ４ その他の見直し

Ｃ 休止（隔年実施などへの変更）

Ｄ 廃止（終期の設定等を含む）

事業費縮減（事業の見直し）

成果向上に向けた事業費増加

民間委託等によるコストの縮減

事務の効率化による現状維持（事業内容の拡充）
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款 項 目 大 中 小 細

実績 ％

目的
（どのような
状態にしたい

のか）

適切な受診勧奨、保健指導を行うことにより治療に結びつけるとともに、糖尿病
性腎症等で通院する人のうち、重症化するリスクの高い人に対してかかりつけ医
と連携し腎不全、人工透析への移行を防止する、また遅らせることを目的とす
る。

目標 ％

達成率 ％

目標 ％

達成率 ％

実績 ％

5

実績 人 11

30 31 32

保健指導実施数

目標 人 10 5 5 5事
業
進
捗
状
況
・
達
成
度

成果指標
【KPI】

（目標達成度
を図るための

指標）

名称・内容等 単位 28 29

達成率 ％ 110.0

　

事業費合計 1,339 1,027 1,313 1,313 1,313

千円 0 0 0 0 0

千円 613 613 613 613 613
職員

人 0.1 0.1 0.1

嘱託
人

700

一般財源 -426 0 0 0 0

0.1 0.1

目標達成
のための
具体的

手段・方法

長崎県後期高齢者医療広域連合より委託
＜対象者の抽出＞
・対象者の選定基準に基づき、広域連合で対象者を抽出する。
＜保健指導の実施＞
・かかりつけ医の指示のもと、保健師・管理栄養士による１回/月、6ヶ月間個別
に糖尿病性腎症予防の保健指導を実施する。
・CKD医療連携を基に、かかりつけ医や連携医と専門医の連携を図る。
・保健指導受託可能な医療機関については、アウトソーシングする。
＜評価＞
6ヶ月実施後と、終了６ヶ月後に血液検査を実施し評価する。

その他特財 1,152 414 700 700

　対象
（誰に、何に
対して）

後期高齢者医療保険の被保険者のうち、健診結果やレセプトからの抽出で糖尿病
性腎症またはその疑いのある人 財

源
内
訳

地方債

事
業
費
等
の
推
移

予算科目

人件費 613 613 613 613 613

県支出金

国庫支出金

直接事業費 726 414 700 700 700

平成30年度 平成31年度 平成32年度

（予算） （予算） （予算） （予算） （予算）

　＜１＞生涯にわたり健康に暮らせる社会の実現

　　①健康づくりと保険予防体制の充実

 

事
業
の
対
象
・
目
的
・
内
容

事業の背景
（課題・市民
の要望等）

壱岐市では人工透析導入率が高く、原因疾患は糖尿病が増えている。糖尿病は生
活習慣病であり予防が可能であり、また適切な受診により重症化を防ぐことがで
きる。そのため受診・治療に結びつけるとともに、保健指導を実施し重症化を防
ぐ。

事業番号 00958

年度
平成28年度 平成29年度

04 01 01  04  

総合戦略
区　　分

根拠法令等 健康増進法　高齢者医療確保法 実施義務 なし 長崎県後期高齢者保険保健事業計画

健康増進班 担当者名： 山川　みね子

基
本
事
項

施策名 後期高齢者糖尿病性腎症重症化予防事業（広域連合委託） 整理番号 41057

関
連
個
別
事
業
名

健康日本21（第2次）

平成 28 年度　施策評価調書 課名： 健康増進課 班名：

総合計画
区　　分

（２）福祉・健康づくりの充実で安心のまちづくり～福祉・健康～ 壱岐市国民健康保険保健事業計画
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① ②

③ ④

現年予算 千円 次年度予算 千円 増減 千円

判定平均点（3点満点）
A=3、B=2、C=1、空白=0として換算

2.90

ない
【評価結果を踏まえた次年度予算への反映状況】

委託を 総合判定

A=現行以上の手法はない、B=一部検討の余地がある、C=検討の余地がある

Ａ 意
見
等

実施状況を評価し、その結果から見直しを行う。また、広
域的には広域連合に報告を上げて検証が行われている。

意
見
等

達
成
度

⑦事業は当初計画どおり実施され、成
果指標が達成されたか。
※成果指標と連動させること

A=全ての指標達成、B=一部未達成、C=達成しなかった

Ａ

⑥事業の効果をさらにあげる余地はな
いか

A=効果向上の余地はない、B=一部検討の余地がある、C=検討の余地がある

Ｂ
総合判定

決められた対象で、実施可能な対象に実施している。

75歳以上の対象者だが、糖の検査結果は50%が改善されて
いた。

効
率
性

⑧事業実施により、費用や業務量に見
合った活動結果が得られているか。
※活動指標と連動させること

A=得られている、B=一部得られていない、C=見直しが必要

Ａ

【外部評価】

⑩類似・重複した事業や国県施策はな
いか。組織間の連携や役割分担に改善
の余地はないか。

A=改善の余地はない、B=一部改善の余地がある、C=改善の余地がある

Ａ

⑨必要な活動結果がより少ない費用や
業務量で得られる手法に代えられない
か。

有
効
性

④成果指標を達成するために、最適な
事業内容となっているか。

A=概ね適切、B=改善の余地あり、C=見直しが必要

Ａ保健指導実施内容については、後期高齢者保健広域連合の
方よりマニュアルが示されている。

⑤事業対象者全員に偏りなくサービス
が提供されているか。受益者負担等は
適切か。使用料等の見直しの余地はな
いか。

③対象者は事業目的に見合っている
か。また、事業を取り巻く時代変化
や、環境の変化に適応しているか。

A=概ね適切、B=改善の余地あり、C=見直しが必要

Ａ
今後の課題及
び改善策、見
直しの状況・

方針

糖尿病性腎症重症化予防事業としては、かかりつけ医と専門医の連携が課題
である。壱岐保健所の壱岐地区CKD医療連携様式を活用し、壱岐医師会との連
携を進め、対象者にとって効果的な保健指導になるよう、従事スタッフのス
キルアップも必要である。

A=概ね適切、B=改善の余地あり、C=見直しが必要

Ａ

・総合評価で「見直し・改善を行うとした場合、見直しを行う上での今後の課題や事業の改善見直しを行うことにより予想される効果も併せて
記入願います。
・本年度の事業を実施するにあたり、事業内容等の見直し（改革・改善、終期の設定など）を行っている場合は、その内容についても記載願いま
す。

【２次評価】

国が医療費対策として推進している事業である。 Ａ

事業の評価項目と評価の視点 評価内容（判断理由、課題等）

評
価
結
果

判
断
理
由

国も医療費適正化対策として、糖尿病性腎症重症化予
防事業として実施を推進しており、「保険者努力支
援」の評価の指標でもある。

必
要
性

①市民ニーズや社会環境の変化に照ら
して、事業の必要性が薄れていない
か。

A=薄れていない、B=一部薄れている、C=薄れている 判定

②事業を民間（NPO、市民、ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ
等）に実施させることはできないか。

A=市以外での実施困難、B=一部民間で実施可能、C=民間で実施可能

Ａ対象者のかかりつけ医療機関が保健指導実施可能医療機関
の場合、委託して実施している。

【１次評価】 総合自己評価（所管部署）

Ａ 継続実施（見直しは行わない）

Ｂ１ 事業規模の拡充

Ｂ２ 事業規模の縮小

Ｂ３ 事業内容の改善・見直し

Ｂ４ その他の見直し

Ｃ 休止（隔年実施などへの変更）

Ｄ 廃止（終期の設定等を含む）

事業費縮減（事業の見直し）

成果向上に向けた事業費増加

民間委託等によるコストの縮減

事務の効率化による現状維持（事業内容の拡充）



1／2

款 項 目 大 中 小 細

基
本
事
項

施策名 国保保健事業 整理番号 41065

関
連
個
別
事
業
名

健康日本21

平成 28 年度　施策評価調書 課名： 健康増進課 班名：

総合計画
区　　分

（２）福祉・健康づくりの充実で安心のまちづくり～福祉・健康～ 壱岐市国民健康保険保健事業計画（データヘルス計画）

根拠法令等 健康増進法、高齢者医療確保法 実施義務 あり 医療制度改革大綱

健康増進班 担当者名： 山川　みね子

　＜１＞生涯にわたり健康に暮らせる社会の実現 壱岐市保健事業計画

　　①健康づくりと保険予防体制の充実

 

事
業
の
対
象
・
目
的
・
内
容

事業の背景
（課題・市民
の要望等）

生活習慣病予防の徹底を図るため高齢者医療の確保に関する法律により内臓脂肪
に着目した、特定健診・特定保健指導を含む保健事業を実施している。壱岐市で
は特定健診結果でメタボリックシンドローム該当者・糖（HbA1c)や肝機能検査の
有所見者の割合が高い。生活習慣病予防対策を効果的・効率的に推進するため保
険者の保健事業計画（データヘルス計画）に基づき実施する。

事業番号 01268

年度
平成28年度 平成29年度

08 01 01    

総合戦略
区　　分

直接事業費 45,569 43,454 45,000 45,000 45,000

平成30年度 平成31年度 平成32年度

（予算） （予算） （予算） （予算） （予算）

15,000 15,000 15,000

県支出金 7,447 6,906 7,000 7,000 7,000

国庫支出金 17,539 13,462

目標達成
のための
具体的

手段・方法

①特定健診・特定保健指導の事業の推進
・特定健診は市内医療機関に委託し、6月から11月に実施。
・特定保健指導は直営と一部医療機関委託で実施する。
②受診率・実施率向上対策
・情報提供書、健診普及員によるアプローチ、健康マイレージなど
③重症化予防事業の実施
・重症化予防事業対象者へ医療機関と連携し、個別保健指導の実施や、糖尿病性
腎症重症化予防事業
④生活習慣病予防対策
・自治公民館での福祉保健部の活動の推進
・健診だよりやケーブルテレビでの啓発
・健康づくり推進委員やヘルスメイトなどと市民協働で啓発を実施する。

その他特財

　対象
（誰に、何に
対して）

国民健康保険被保険者、ひいては市民全体

財
源
内
訳

地方債

事
業
費
等
の
推
移

予算科目

人件費 24,500 21,438 24,500 24,500 24,500

一般財源 20,583 23,086 23,000 23,000 23,000

4.0 4.0

千円 24,500 21,438 24,500 24,500 24,500
職員

人 4.0 3.5 4.0

嘱託
人

事業費合計 70,069 64,892 69,500 69,500 69,500

千円 0 0 0 0 0

重症化予防事業対象者
(腎GFR40未満の割合)

目標 ％ 1.4 1.3 1.25 1.20事
業
進
捗
状
況
・
達
成
度

成果指標
【KPI】

（目標達成度
を図るための

指標）

名称・内容等 単位 28 29

達成率 ％ 140.0

重症化予防事業対象者
(糖HbA1c8.4以上の割
合)

1.15

実績 ％ 1.0

30 31 32

目標 ％ 0.7 0.6 0.55 0.50

達成率 ％ 40.0

0.45

実績 ％ 0.6

0.2

実績 ％ 0.6

目的
（どのような
状態にしたい

のか）

保険者として効果的な健診・保健指導を行うことにより、市民が生活習慣改善の
必要性を理解する共に、実践につなげることができる。そのことにより生活習慣
病予防の徹底を図り、中長期的に医療費や将来的な介護給付費の伸びを抑える。
ひいては健康寿命の延伸や健康格差の縮小につなげる。

重症化予防事業対象者
(Ⅲ度高血圧以上の人の
割合)

目標 ％ 0.25 0.2 0.2 0.2

達成率 ％ 116.0
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① ②

③ ④

【１次評価】 総合自己評価（所管部署）

生活習慣病対策として特定健診や特定保健指導について
は、見直しを行いながら推進をしていく。 Ａ

事業の評価項目と評価の視点 評価内容（判断理由、課題等）

評
価
結
果

判
断
理
由

国民健康保険の医療費が増え続ける中では、特定健診
や特定保健指導・重症化予防事業などでの、生活習慣
病対策を効果的に実施する事は必要であるため。

必
要
性

①市民ニーズや社会環境の変化に照ら
して、事業の必要性が薄れていない
か。

A=薄れていない、B=一部薄れている、C=薄れている 判定

②事業を民間（NPO、市民、ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ
等）に実施させることはできないか。

A=市以外での実施困難、B=一部民間で実施可能、C=民間で実施可能

Ａ医療機関で実施できる部分については、委託を実施してい
る。

有
効
性

④成果指標を達成するために、最適な
事業内容となっているか。

A=概ね適切、B=改善の余地あり、C=見直しが必要

Ａ特定健診・特定保健指導と、健診結果から重症化予防事業
対象者を抽出し保健指導を実施している。

⑤事業対象者全員に偏りなくサービス
が提供されているか。受益者負担等は
適切か。使用料等の見直しの余地はな
いか。

③対象者は事業目的に見合っている
か。また、事業を取り巻く時代変化
や、環境の変化に適応しているか。

A=概ね適切、B=改善の余地あり、C=見直しが必要

Ａ
今後の課題及
び改善策、見
直しの状況・

方針

平成30年度からの第2期データヘルス計画を立案するため、事業の評価・分析
を行い見直しを実施する。

A=概ね適切、B=改善の余地あり、C=見直しが必要

Ａ

・総合評価で「見直し・改善を行うとした場合、見直しを行う上での今後の課題や事業の改善見直しを行うことにより予想される効果も併せて
記入願います。
・本年度の事業を実施するにあたり、事業内容等の見直し（改革・改善、終期の設定など）を行っている場合は、その内容についても記載願いま
す。法にのっとり実施をしている。健診自己負担金も受診回数

で、替えている。 【２次評価】

H20年度からの特定健診・特定保健指導の円滑な実施に向
けた手引きにの取って実施している。

特定健診実施率は、目標を達成できなかった。

効
率
性

⑧事業実施により、費用や業務量に見
合った活動結果が得られているか。
※活動指標と連動させること

A=得られている、B=一部得られていない、C=見直しが必要

Ｂ

【外部評価】

⑩類似・重複した事業や国県施策はな
いか。組織間の連携や役割分担に改善
の余地はないか。

A=改善の余地はない、B=一部改善の余地がある、C=改善の余地がある

Ａ

⑨必要な活動結果がより少ない費用や
業務量で得られる手法に代えられない
か。

事業を評価しながら見直しを行っているが、不十分。

意
見
等

達
成
度

⑦事業は当初計画どおり実施され、成
果指標が達成されたか。
※成果指標と連動させること

A=全ての指標達成、B=一部未達成、C=達成しなかった

Ｂ

⑥事業の効果をさらにあげる余地はな
いか

A=効果向上の余地はない、B=一部検討の余地がある、C=検討の余地がある

Ｂ
総合判定

重症化予防事業については、一部（血圧）達成できていな
い。

総合判定

A=現行以上の手法はない、B=一部検討の余地がある、C=検討の余地がある

Ａ 意
見
等

現年予算 千円 次年度予算

事業検討を行いながら、効率的な実施方法に変更してい
る。

千円 増減 千円

判定平均点（3点満点）
A=3、B=2、C=1、空白=0として換算

2.70

法的に実施が義務付けられている。
【評価結果を踏まえた次年度予算への反映状況】

Ａ 継続実施（見直しは行わない）

Ｂ１ 事業規模の拡充

Ｂ２ 事業規模の縮小

Ｂ３ 事業内容の改善・見直し

Ｂ４ その他の見直し

Ｃ 休止（隔年実施などへの変更）

Ｄ 廃止（終期の設定等を含む）

事業費縮減（事業の見直し）

成果向上に向けた事業費増加

民間委託等によるコストの縮減

事務の効率化による現状維持（事業内容の拡充）


	【健康増進課】_がん検診推進事業_施策評価調書（様式）
	施策評価様式

	【健康増進課】_壱岐市病院群輪番制病院運営事業_施策評価調書（様式）
	施策評価様式

	【健康増進課】_肝炎検診_施策評価調書（様式）
	施策評価様式

	【健康増進課】_救急医療対策事業_施策評価調書（様式）
	施策評価様式

	【健康増進課】_食生活改善推進員協議会_施策評価調書（様式)
	施策評価様式

	【健康増進課】_精神保健施策_施策評価調書（様式）
	施策評価様式

	【健康増進課】_先取り健診_施策評価調書（様式）
	施策評価様式

	【健康増進課】_母子保健施策_施策評価調書
	施策評価様式 (2)

	【健康増進課】_予防接種施策_施策評価調書（様式）
	施策評価様式

	【健康増進課】後期高齢者の糖尿病性腎症重症化予防_施策評価調書
	施策評価様式

	【健康増進課】国保保健事業 施策評価調書
	施策評価様式


